
【配慮事項】
{エネルギーの使用の合理化に関する法律（昭和54年法律第49号）に基づ
く「貨物の輸送に係るエネルギーの使用の合理化に関する貨物輸送事業
者の判断の基準（経済産業省・国土交通省告示第７号（平成18年３月31
日）」を踏まえ、輸配送におけるエネルギーの使用の合理化の適切かつ有
効な実施が図られていること。

|低燃費・低公害車の導入を推進するとともに、可能な限り低燃費・低公
害車による輸配送が実施されていること。

}輸配送に使用する車両台数を削減するため積載率の向上が図られている
こと。

~輸配送回数を削減するために共同輸配送が実施されていること。
�エコドライブを推進するための装置が可能な限り導入されていること。
�道路交通情報通信システム（ＶＩＣＳ）対応カーナビゲーションシステ
ムや自動料金収受システム（ＥＴＣ）等、高度道路交通システム（ＩＴ
Ｓ）の導入に努めていること。

‚販売されている宅配便、小包郵便物等の包装用品については、再生利用
の容易さ及び廃棄時の負荷低減に配慮されていること。

ƒ事業所、集配拠点等の施設におけるエネルギー使用実態の把握を行うと
ともに、当該施設におけるエネルギー使用量の削減に努めていること。

„契約により輸配送業務の一部を行う者に対して、可能な限り環境負荷低
減に向けた取組を実施するよう要請するものとする。

…自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域における総
量の削減等に関する特別措置法（平成４年６月３日法律第70号）の対策
地域を走行する輸配送にあっては、可能な限り排出基準を満たした自動
車による輸配送が行われていること。

別 表

車両のエネルギー効率の維持等環境の保全に係る点検・整備項目

【点検・整備の推進体制】

î 点検・整備は、明示された実施計画に基づき、その結果を把握し、記録として残し
ていること。

î 点検・整備結果に基づき、点検・整備体制や取組内容について見直しを行う仕組み
を有すること。

【車両の適切な点検・整備】

■ 点検・整備を整備事業者に依頼するに当たっては、車両の状態を日常から把握し、
その状況について伝えていること。

■ 目視により黒煙が増加してきたと判断された場合には、点検・整備を実施している
こと。

■ フロン類の大気中への放出を抑制するため、カーエアコンの効き具合等により、エ
アコンガスが減っている（漏れている）と判断された場合には、カーエアコンの点
検・整備を実施していること。

平
成

™
›
年

š
月

™
日
金
曜
日

(
号
外
第

›
�
号
)

官
報

備考）１ 本項の判断の基準の対象とする「輸配送」とは、国内向けの信書、宅配便、小包郵便物
（一般、冊子等）及びメール便をいう。
１）「信書」とは、特定の受取人に対し、差出人の意思を表示し、又は事実を通知する文
書をいう。
２）「宅配便」とは、一般貨物自動車運送事業の特別積合せ貨物運送又はこれに準ずる貨
物の運送及び利用運送事業の鉄道貨物運送、内航海運、貨物自動車運送、航空貨物運送
のいずれか又はこれらを組み合わせて利用する運送であって、重量30‰以下の一口一個
の貨物をいう。
３）「メール便」とは、書籍、雑誌、商品目録等比較的軽量な荷物を荷送人から引き受け、
それらを荷受人の郵便受箱等に投函することにより運送行為を終了する運送サービスで
あって、重量１‰以下の一口一冊の貨物をいう。

２ 「エコドライブ」とは、エコドライブ普及連絡会作成「エコドライブ10のすすめ」（平成
18年10月）に基づく運転をいう。
（参考）{ふんわりアクセル『ｅスタート』|加減速の少ない運転}早めのアクセルオフ
~エアコンの使用を控えめに�アイドリングストップ�暖機運転は適切に‚道路交通情報
の活用ƒタイヤの空気圧をこまめにチェック„不要な荷物は積まずに走行…駐車場所に注
意
３ 判断の基準|の「エコドライブを推進するための措置」とは、次の要件をすべて満たす
ことをいう。
ア．エコドライブについて運転者への周知がなされていること。
イ．エコドライブに係る管理責任者の設置、マニュアルの作成（既存マニュアルの活用を
含む）、エコドライブの推進体制を整備していること。

ウ．エコドライブに係る教育・研修等を実施していること。
エ．運行記録を運転者別・車種別等の適切な単位で把握し、エネルギーの使用の管理を
行っていること。

４ 判断の基準}の「車両の点検・整備」とは、日常点検、定期点検の実施等道路運送車両
法等において規定されている事項を遵守するほか、車両のエネルギー効率を維持する等環
境の保全を目的に、別表に示した点検・整備項目に係る自主的な管理基準を定め、実施し
ていることをいう。
５ 「モーダルシフト」とは、貨物輸送において、環境負荷の少ない大量輸送機関である鉄
道貨物輸送・内航海運の活用により、輸送機関（モード）の転換（シフト）を図ることを
いう。
６ 判断の基準�の「輸配送効率の向上のための措置」とは、次の要件をすべて満たすこと
をいう。
ア．エネルギーの使用に関して効率的な輸配送経路を事前に選択し、運転者に周知してい
ること。
イ．渋滞情報等を把握することにより、適切な輸配送経路を選択できる仕組みを有してい
ること。
ウ．輸配送量、地域の特性に応じた適正車種の選択をしていること。
エ．輸配送先、輸配送量に応じて拠点経由方式と直送方式を使い分け、全体として輸配送
距離を短縮していること。

７ 「環境報告書」とは、環境情報の提供の促進等による特定事業者等の環境に配慮した事
業活動の促進に関する法律（平成16年法律第77号）第２条第４項に規定する環境報告書を
いう。
８ 配慮事項|の低燃費・低公害車とは、本基本方針に示した「11`１ 自動車」を対象と
する。
９ 「契約により輸配送業務の一部を行う者」とは、本項の役務の対象となる輸配送業務の
一部を当該役務の提供者のために実施するものをいう。
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